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貸 借 対 照 表 

（２０２2 年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 36,559 流 動 負 債 22,949 

現 金 及 び 預 金 2,171 買 掛 金 7,724 

受 取 手 形 176 未 払 金 1,948 

売 掛 金 18,098 リ ー ス 債 務 186 

リ ー ス 投 資 資 産 625 未 払 費 用 764 

商 品 及 び 製 品 906 未 払 法 人 税 等 293 

仕 掛 品 2,002 前 受 金 10,390 

前 払 費 用 4,685 預 り 金 91 

契 約 資 産 862 賞 与 引 当 金 1,469 

前 渡 金 238 役 員 賞 与 引 当 金 32 

未 収 消 費 税 等 386 品 質 保 証 引 当 金 2 

未 収 入 金 768 そ の 他 46 

預 け 金 5,630 固 定 負 債 779 

そ の 他 30 リ ー ス 債 務 439 

貸 倒 引 当 金 △24 資 産 除 去 債 務 117 

固 定 資 産 11,828 長 期 未 払 金 222 

有 形 固 定 資 産 4,239   

建 物 1,220 負 債 合 計 23,728 

構 築 物 2   

車 両 運 搬 具 0 （ 純 資 産 の 部 ）  

工 具 器 具 備 品 1,458 株 主 資 本 24,654 

土 地 1,550 資 本 金 4,113 

リ ー ス 資 産 0 資 本 剰 余 金 3,477 

建 設 仮 勘 定 7 資 本 準 備 金 1,018 

無 形 固 定 資 産 1,672 そ の 他 資 本 剰 余 金 2,459 

ソ フ ト ウ ェ ア 1,140 利 益 剰 余 金 17,063 

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 505 利 益 準 備 金 11 

電 話 加 入 権 24 そ の 他 利 益 剰 余 金 17,051 

投 資 そ の 他 の 資 産 5,916 別 途 積 立 金 5,740 

投 資 有 価 証 券 49 繰 越 利 益 剰 余 金 11,311 

関 係 会 社 株 式 1,308 評 価 ・ 換 算 差 額 等 4 

長 期 前 払 費 用 3,127 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 4 

繰 延 税 金 資 産 784 純 資 産 合 計 24,658 

差 入 保 証 金 635   

そ の 他 36   

貸 倒 引 当 金 △24   

資 産 合 計 48,387 負 債 ・ 純 資 産 合 計 48,387 

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 
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損 益 計 算 書 
 

自 ２０２１年４月 １日 

至 ２０２２年３月３１日 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 

売 上 高  87,185 

売 上 原 価  66,062 

売 上 総 利 益  21,123 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  15,398 

営 業 利 益  5,725 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 0  

受 取 配 当 金 459  

為 替 差 益 54  

受 取 賃 貸 料 148  

業 務 受 託 収 入 350  

そ の 他 29 1,043 

営 業 外 費 用   

そ の 他 4 4 

経 常 利 益  6,764 

税 引 前 当 期 純 利 益  6,764 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,805  

法 人 税 等 調 整 額 151 1,956 

当 期 純 利 益  4,807 

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
 

自 ２０２１年４月 １日 

至 ２０２２年３月３１日 

（単位：百万円） 

 
株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 
株 主 
資 本 
合 計 

資 本 
準 備 金 

そ の 他 

資 本 
剰 余 金 

資 本 
剰 余 金 
合 計 

利 益 
準備金 

そ の 他 利 益 
剰 余 金 

利 益 
剰 余 金 
合 計 

別 途 

積立金 
繰越利益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 4,113 1,018 1,470 2,488 11 5,740 11,574 17,326 23,928 

当 期 変 動 額          

合 併 に よ る 増 加   988 988   42 42 1,031 

剰 余 金 の 配 当       △5,113 △5,113 △5,113 

当 期 純 利 益       4,807 4,807 4,807 

株主資本以外の項目の

当期 変動額 (純額 )          

当 期 変 動 額 合 計 － － 988 988 － － △262 △262 726 

当 期 末 残 高 4,113 1,018 2,459 3,477 11 5,740 11,311 17,063 24,654 

 

 評価・換算差額等 
純 資 産 

合 計 繰 延 ﾍ ｯ ｼ ﾞ 

損 益 
評価・換算 
差額等合計 

当 期 首 残 高 7 7 23,936 

当 期 変 動 額    

合 併 に よ る 増 加   1,031 

剰 余 金 の 配 当   △5,113 

当 期 純 利 益   4,807 

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △3 △3 △3 

当 期 変 動 額 合 計 △3 △3 722 

当 期 末 残 高 4 4 24,658 

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法  

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券  

市場価格のない株式等以外のもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

(2) デリバティブの評価基準及び評価方

法 

 

デリバティブ 時価法 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

商品及び製品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法により算定） 

２．固定資産の減価償却の方法  

(1) 有形固定資産 定率法 

（リース資産を除く） ただし、１９９８年 4 月 1 日以降に取得した建物（附

属設備を除く）並びに 2０１６年 4 月 1 日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については定額

法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 定額法 

（リース資産を除く） なお、自社利用ソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法、市場販

売目的ソフトウェアについては、見込販売収益に

基づく償却額又は当該ソフトウェアの残存有効期

間（３年）に基づく定額法償却額のいずれか大き

い額を計上する方法によっております。 

(3) リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準  

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来
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の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上

しております。 

(3) 役員賞与引当金 役員に対する賞与の支給に備えるため、将来の

支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上し

ております。 

(4) 製品保証引当金 顧客検収後に不可避的に発生する品質確保のた

めの対応費用のうち、個別に見積もり可能な費用

の発生見込額を計上しております。 

(5) 受注損失引当金 受注案件に係る将来の損失に備えるため、受注

済案件のうち当事業年度末において将来の損失

が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積る

ことが可能なものについては、翌事業年度以降に

発生が見込まれる損失を引当計上しております。 

４．重要な収益及び費用の計上基準 

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日公表分。以下「収益

認識会計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（（企業会計基準適用

指針第 30 号 2020 年３月 31 日公表分）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧

客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識し

ております。 

なお、主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、

「収益認識に関する注記」に記載の通りであります。 

５．ヘッジ会計の処理方法  

(1) ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ただし、為替予約について振当処理の要件を満

たしている場合には、振当処理を採用しておりま

す。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象  

ヘッジ手段 為替予約取引、通貨オプション取引、通貨スワッ

プ取引、外貨建有価証券及び外貨建定期預金を

手段としております。 

ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務、外貨建購入予定取引を対

象としております。 

(3) ヘッジ方針 外貨建輸入取引に係る将来の外国為替相場変動

リスクをヘッジするために、社内規程に基づき、過

去の取引事例を勘案し、現状の取引に対応して

行っております。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ手段の相場変動額とヘッジ対象の相場変

動額を比較すること等によって、ヘッジの有効性を

確認しております。 
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６．その他計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 

連結納税制度の適用 三井物産株式会社を連結納税親法人とした連結

納税制度を適用しております。 

連結納税制度からグループ通算制度 

への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」

（令和 2 年法律第 8 号）において創設されたグル

ープ通算制度への移行及びグループ通算制度へ

の移行にあわせて単体納税制度の見直しが行わ

れた項目については、「連結納税制度からグルー

プ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に

関する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年 3

月 31 日）第 3 項の取扱いにより、「税効果会計に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第 28 号 2018 年 2 月 16 日）第 44 項の定め

を適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の

額について、改正前の税法の規定に基づいてお

ります。 

 

  

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記 

収益認識に関する会計基準等の適用 

当社グループは、当事業年度の期首から、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 

2020 年３月 31 日公表分。以下「収益認識会計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の

適用指針」（（企業会計基準適用指針第 30 号 2020 年３月 31 日公表分）を適用しております。この

基準等の適用が、当社の財務諸表に与える重要な影響はありません。 

 

 

Ⅲ．貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 8,969 百万円 

２．保証債務 4 百万円 

従業員（５名）の住宅取得に伴う銀行借入に対し、債務保証を行っております。 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 8,528 百万円 

長期金銭債権 31 百万円 

短期金銭債務 2,823 百万円 
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Ⅳ．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高  

 

営業取引による取引高  

売上高 15,205 百万円 

仕入高 9,424 百万円 

業務委託料 632 百万円 

その他の営業取引高 356 百万円 

営業取引以外の取引による取引高 989 百万円 

資産購入高 28 百万円 

 

 

Ⅴ．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産    

未払費用否認 103 百万円  

賞与引当金否認 459 百万円  

長期未払金否認 94 百万円  

貸倒引当金否認 3 百万円  

未払事業税否認 67 百万円  

資産除去債務 72 百万円  

減価償却損金算入限度超過額 80 百万円  

土地評価差額 445 百万円  

有価証券評価損否認 44 百万円  

その他 35 百万円  

小計 1,408 百万円  

評価性引当額 △570 百万円  

計 838 百万円  

繰延税金負債    

繰延ヘッジ △8 百万円  

有形固定資産 △46 百万円  

計 △54 百万円  

繰延税金資産の純額 784 百万円  
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Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社及び法人主要株主等 

（単位：百万円） 

２．子会社及び関連会社等 

（単位：百万円） 

属性 会社等の名称 

議決権等 

の所有 

（被所有） 

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 役員の 

兼任等 

事業上の

関係 

子会社 
ＭＫＩテクノロジー

ズ㈱ 

所有 

直接 

100.0％ 

― 

システム開
発・保守運

用 業 務 の
委託 

商品等の仕入 

（注）１ 
7,783 買掛金 1,190 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．商品等の販売・仕入についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当

事者との取引を参考に個別に協議し決定しております。 

２．余剰資金の預け入れについては、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）にかかるもの

であり、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。また、取引金額は当事業

年度において預け入れた総額を記載しております。 

３．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高（関係会社預け

金を除く）には消費税等が含まれております。 

 

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 1,450,525,871 円 65 銭 

２．１株当たり当期純利益 282,807,833 円 59 銭 

 

Ⅷ．収益認識に関する注記 

連結計算書類の「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略してお

ります。        

属性 会社等の名称 

議決権等

の所有 

（被所有） 

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 役員の 

兼任等 

事業上の

関係 

親会社 三井物産㈱ 

被所有 

直接 

100.0％ 

― 

システム開

発・保守運

用業務、ネ

ットワーク機

器販売 

商品等の販売 

（注）１ 
15,134 売掛金 2,634 

余剰資金の預け入れ

（注）２ 
37,283 預け金 5,630 

連結納税個別帰属額 1,508 未払金 1,376 


